別紙１
委 託 業 務 仕 様 書
1　委託業務の種別：実施設計
2　委託業務の名称：旧森家住宅改修工事実施設計委託業務
3　委託業務の履行期限： １期設計　令和５年度
２期設計　令和６年度
３期設計　令和７年度
　　　　　　　　　　　　ただし、１期設計は契約締結の日から令和６年３月15日とする。
4　施設概要　
　　Ⅰ．場所：喜多郡内子町内子2009番地ほか
　　Ⅱ．用途：体験交流施設
　　Ⅲ．構造及び規模：木造2階建て他７棟／延床面積758.79㎡（敷地面積1,860.54㎡）
　　　　①主屋　：木造２階建て／197.77㎡
　　　　②下土間：木造２階建て／73.39㎡
　　　　③燃料蔵：木造平屋建て／23.30㎡
　　　　④客座敷：木造一部２階建て／196.97㎡
　　　　⑤米蔵　：木造２階建て／156.28㎡
　　　　⑥駕籠蔵：木造２階建て／65.22㎡
　　　　⑦茶室　：木造平屋建て／45.86㎡
　　Ⅳ．用途地域及び地区の指定：都市計画区域内／商業地域及び第一種住居地域
　　Ⅴ．防火地域：なし
5　建設の条件
Ⅰ．工事費予定金額：本委託業務により決定する。
　　　　　　　　　　
6　設計概要
　Ⅰ．内子町の本町商店街に位置する本敷地にある住宅を主体とした建物群について、体験交流施設への用途変更・改修工事を計画している。敷地全体を３工区に分割し、令和5年から7年にかけて実施設計を行う。なお、工事期間については令和6年から令和8年を予定している。
　　【1期設計】
①主屋　：1階をテナントに、2階を事務室に改修する。
　　　②下土間：テナントに改修する。2階建ての意匠を残しつつ平屋へ改修する。
　　　③燃料蔵：テナントに改修する。
　　【2期設計】
④客座敷：交流スペースに改修する。
　　　⑤米蔵　：テナントに改修する。
　　　⑥駕籠蔵：テナントまたは貸しスペースに改修する。
　　　⑦茶室　：交流スペースに改修する。
　　【3期設計】
　　　みんなの広場、駐車場、駐輪場を整備する。

　

　　【1期～3期設計共通】
テナント部分については様々な利用形態に対応できる計画とすること。
・電気設備、機械設備

　　　　上記に伴う電気設備改修、照明器具改修、給排水設備改修、衛生設備改修、空調設備改修、下水道接続
　　　・囲障工事
　　　　門及び塀の改修を行う。

　　　・外構工事

　　　　排水路改修、支障樹木伐採、庭など敷地内の整備を行う。
　　　　
　Ⅱ．旧森家住宅の歴史的価値を維持・向上させる活用・改修計画とすること。
　Ⅲ．各建物において、不特定多数の利用者を想定しているため、耐震性を確保した改修設計とすること。
主屋、米蔵、客座敷については、香川大学創造工学部、宮本研究室における耐震性能に関する研究報告書の提供を受けることができ、耐震補強設計においても限界耐力計算による評価結果の提供を受けることができる。その場合、評価料等については、本委託業務において受託者が宮本研究室に支払うこととする。
　Ⅳ．1期～3期工事において、それぞれの工事完成後、順次使用開始することから、手戻り工事など、施設の使用に影響を与えない設計とすること。
　Ⅴ．実施設計に先立ち十分な現地調査及び基本設計に基づき工事範囲や改修計画を担当職員と協議のうえ立案し、詳細設計に着手すること。
7　設計業務　
特記仕様書に記載されていない事項は、｢公共建築設計業務委託共通仕様書｣（最新版）による。
Ⅰ　設計業務の内容

（1）調査・企画業務、建築意匠図書、建築構造図書、設備関係図書等の作成。

（2）原則として、工事別に設計図書を作成すること。

（3）工事費予定金額以内に設計をまとめること。

（4）原則として、設計図書作成に必要な簡易な測量、調査は、設計業務に含まれるものとする。
Ⅱ　作成図書の内容　

　　　　次に掲げる図書の中で必要と思われるものの他、委託者係員の指示する図書等を作成するとともに、適宜、必要な設計図は追加する。
（1） 建築意匠図書等

	①設計図

	　図面リスト、特記仕様書

	案内図、配置図、仮設計画図、仕上

	　平面図、立面図、断面図、伏図、詳細図、

	　その他必要とする図面

	②工事費積算書（設計書）及び数量算出書

	③単価算出書（設計書）及び見積書（3社以上の見積書及び比較表添付）


（2）機械設備工事図書等
	①設計図

	　図面リスト、特記仕様書

	案内図、配置図、仮設計画図

	　平面図、詳細図、断面図、系統図

	　器具・機械表、器材指定表、機器図

	　自動制御関係図

	　機器及び工作図、施工標準図、鉄筋コンクリート工事仕様

	その他必要とする図面

	②計算書（給水、消火等）

	③工事費積算書（設計書）及び数量算出書

	④単価算出書及び見積書（3社以上の見積書及び比較表添付）


（3）許可書及び届出書

	①建築確認申請書（建築・工作物等）

	②各種許可申請書

	③各種届出書


8　許可申請事務

　（1）委託者は、建築確認申請事務（手続、立会、受領まで）を受託者に委任するものとする。

　（2）委託者は、各種許可申請・届出事務（手続、立会、受領まで）を受託者に委任するものとする。
9　一般共通事項

（1）設計一般
    ①　受託者は、担当職員の指示に従い業務に必要な調査を行い、関係法令等に基づいて資料を作成するものとする。　

　　②　設計着手前に敷地調査を行い、障害物、工事、公害等について問題が予測される場合は、事前に担当職員と協議する。

　　③　設計着手前に、建築基準法、消防法はじめ建築を規制する法令、省エネ法、条例（景観法）などの調査を行うこと。　　

　　④　建設費、運転・維持費、及び修繕費を総合的に考慮した経済性の検討を行い、建築及び設備とも、将来維持管理に支障をきたさないよう、ランニングコスト等について、十分に考慮して設計すること。また、構造・設備方式等については、数種の案を作成し、安全性、経済性等の検討を行う。
　　⑤　受託者は、担当職員の指示により、実施設計に先立ち、配置計画（屋外設備含む。）意匠計画、構造計画、設備計画、工事費等について検討を加えた概略案を作成する。なお、実施設計は、事前に概略案について担当職員の承認を受けてから行う。
　　⑥　受託者は、業務の詳細及び該当工事の範囲について、担当職員と連絡をとり、かつ、十分に打合せをして、業務の目的を達成しなければならない。
⑦　受託者は、業務の進捗状況に応じて、業務の区分ごとに中間報告をし、十分な打合せをしなければならない。
　　⑧　受託者は、業務内容に質疑があるときは、速やかに担当職員の指示を受けなければならない。
⑨　設計に必要な基礎資料で委託者が保有するものは、提供又は貸与する。前もって受託者が書面にて借用する品目、部数を記し提出し、利用後は速やかに返却すること。また貸与された図面等は、その所有者の承認を得ないで他に公表及び貸与しないこと。
　　⑩　建物の構造計画について、地盤調査等が必要となった場合は、担当職員と協議すること

⑪　諸材料は、努めて内子町産を使用すること。
⑫　その他詳細については、担当職員の指示によること。
（2）設計業務着手時提出書類

	提出書類
	部数
	備考

	重要事項説明書
	1
	Ａ４判

	着手届
	1
	Ａ４判

	設計業務計画書
	1
	工程表

	設計業務実施体制（建築・設備）
	1
	全有資格者の免許の写しを添付

	委託業務下請負承認申請書
	1
	下請契約書添付

	管理（主任）技術者通知書
	1
	すべての業務において、業務の技術上の管理を行う、管理技術者(設計業務の場合)、主任技術者(測量、地質調査業務の場合)の配置が必要

	管理（主任）技術者変更通知書
	1
	変更があった場合に提出


（3）図面
　　　①用紙及び縮尺は次表によるほか、担当職員の指示によること。

　　　②用紙のサイズはA1又はA2版を基本とするが、施設の規模によって担当職員の指示によること。

　　　③図面は各工事ごとに整理統合して作図し、各々に一連の整理番号をつけること。

　　　④図面のタイトルは担当職員の指示によること。

　　　⑤図面に記入する文字は、楷書で記入すること。

　　　⑥寸法の単位はメートル法により、寸法線の記入数字は原則としてｍｍ単位で記入すること。

　　　⑦表題欄に設計業務名、受託者名表示・押印、工事名称、図面名称、縮尺、図面番号を記入すること。

　（4）メーカーの指定については、事前に担当職員の指示を受けるものとし、図面には原則として製品名、会社名をつけてはならない。

	
	図面名
	縮尺

	建築

・

設備


	配置図（仮設含む）
	1/100~1/500

	
	平面図・系統図
	1/50~1/200

	
	立面図・建具キープラン・各伏図
	1/100~1/200

	
	断面詳細図・一般詳細図・平面詳細図・展開図

建具リスト・基礎配筋図・柱針配筋リスト

加構配筋図・壁スラブ雑配筋図
	1/20~1/50


	
	部分詳細図
	1/10~1/20


（5）仕様書
　　①建築工事、設備工事の仕様は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監が制定又は監修し
たものとし、版は最新版とする。
（6）積算基準
　　受託者は、下記に指示する基準及び図書により積算業務を行う。

　　①単価採用基準（採用順位を以下の順とする。）　
　　　1.建設物価（最新版）　 　　　　　　　　2.建築コスト情報（最新版）
　3.建築施工単価（最新号）　 　　　　　　4.積算資料（最新版）

5.上記刊行物の公表価格・業者見積（原則として、3社比較とする。）

　　②共通費採用基準

1.公共建築工事共通費積算基準
　　③数量拾い基準

1.公共建築工事積算基準（最新版）

2.建築数量積算基準・同解説（最新版）

　　④内訳書作成基準

1.建築工事内訳書標準書式・同解説（最新版）
（7）設計業務完了時提出書類

	提出書類
	部数
	備考

	設計業務完了届
	1
	A４判

	実施業務工程表
	1
	

	設計業務委託料請求書
	1
	A４判

	成果品

	実施設計図
	
	・図面2部（A2判×1部、A3判×1部）
・製本1部（A2二つ折、背・表紙タイトル文字入）
※製本については完成検査後の提出としてもよい。

	金入設計書
	1
	Ａ４判

	金抜設計書
	1
	Ａ４判

	積算数量調書
	1
	Ａ４判（見積書・カタログ等含む）

	その他設計資料
	1
	構造計算書・設備計算書、打合せ記録、特殊工法仕様書
工法・材料・容量等決定の根拠資料

	各種官公庁申請図書
	1式
	建築確認申請書、工事届、消防同意書、
浄化槽設置書等含む

	当初設計図書電子データ

＜CADデータと設計書データを１つのCD-R又はDVD-Rに保存し提出＞

（下記のCD-R作成見本を参考にし樹脂ケースにいれて提出）
	1式
	・図面をCADソフトにより作成し、CADデータをＪＷＷ又はＤＸＦかつPDF形式で保存したものを１部
・金入、金抜設計書をExcel形式で保存したものを1部




・提出された電子データは、施設管理の目的として利用する。なお、当該施設に係る工事について請負業者に貸与し、当該工事における施工図等の作成のための参考資料として使用することがある。
CD－R作成見本（業務番号、業務名、内容、作成年月、受託者名の記入）
　　　　　
[image: image1]
　
（8）検査

　　受託者は、業務完了届提出後１０日以内に成果品及び関係資料等により、検査を受けなければならない。検査完了後において過誤、脱落が認められたときは、受託者の責任においてこれを修正するものとする。
（9）その他

　　①　この仕様書及び作業内容で疑義が生じた場合は、担当職員と協議するものとする。
　　②　成果品はすべて委託者の所有とし、委託者の承認を得ないで他に公表、貸与、使用又は工事発注情報として提供してはならない。
　
（10）秘密の保持
　受託者は、作成する設計図書及びそれに係る資料並びに提出を受けた関連資料を当該設計に係る者以外に漏らしてはならない。特に、積算に関する資料については厳重な管理をしなければならない。
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